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英国の医療情報化の取り組み 
― 国家ＩＴ計画の失敗を題材に ―  

 

 

柏 木   恵 

 

 

 はじめに 
 

 本稿では、英国の国営医療（National Health Service、以下ＮＨＳと略す）の医療情報化

の取り組み、なかでも、ブレア労働党政権下の医療改革プロジェクトの柱であった「国家

ＩＴ計画（National Programme for IT in the NHS、以下ＮＰｆＩＴと略す。）」の2002年の

開始から2011年の解体までの全容に焦点をあて、医療情報化の課題について検討する。 

 医療は先進諸外国の財政の最重要課題である。医療費を抑制しつつ、質の高い持続可能

な医療制度改革が急がれている。また、効率化のための情報連携や情報のポータビリティ

も重要になっており、最新で正確な医療情報ネットワークが必要であり、デジタル化に対

する期待は大きい。 

 ＮＰｆＩＴは、英国のＮＨＳのどこでも、正確な患者の記録をみることができる電子カ

ルテシステムをメインに電子処方箋や電子予約も兼ね備えた統合システムであった。当時、

このような大規模な全国統一型システムの構築は画期的であり、日本でも参考になると思

い、研究を開始し、柏木（2010）を執筆した(１)。しかし、本稿で述べるように、ＮＰｆ

ＩＴは完成はしなかったが、その過程と結末、課題を把握することは、日本にとっても、

医療情報化や現在の行政のデジタル化を検討するにあたり参考になると考える。 

 本研究では、ＮＰｆＩＴについて早くから疑問視した会計検査院（National Audit Office、

以下ＮＡＯと略す）（2006、2008、2011、2013）と下院（House of Commons of Public 

Accounts）（2007、2011、2013）および内閣府主要プロジェクト局（Cabinet Office’s Major 

Projects Authority）（2011）やＮＰｆＩＴ後のワハター（Wachter）（2016）などの文献を

 

(１) 本稿は、柏木（2010）の続編である。柏木（2010）では、2008年までの議論について論じて

いる。 



 

－ 32 － 

●－自治総研通巻519号 2022年１月号－● 

調査し、2009年と2011年には現地インタビューを行った。 

 構成は以下のとおりとする。第１章では英国の医療財政を概観し、第２章では日本の医

療情報化について概観する。第３章では、国家ＩＴ計画の導入までの過程を概観する。第

４章で国家ＩＴ計画の遅延と予算拡大を検討し、第５章で2011年の国家ＩＴ計画の解体を

総括する。第６章では、ＮＨＳのデジタル化の再開について述べる。 

 

 

 第１章 英国の医療財政の概要 
 

 英国の医療について概観する。表１は、2017年の医療データの国際比較である。英国は、

他国と比べると、１人当たり医療費が最も少なく、ＧＤＰに占める総医療費も最も低く、

ＯＥＣＤ加盟諸国間の順位も13位である。人口千人当たりの総病床数や人口千人当たり急

性期医療病床数は米国やスウェーデンと同じく少ない。人口千人当たり臨床医師数は日本

と米国と同様に少なく、人口千人当たり臨床看護職員数は最も少ない(２)。 

 ＮＨＳの提供体制は、一次医療と、二次・三次医療の機能分化がなされており、日本の 

 

表１ 医療データの国際比較（2017年） 

 
 英国 米国 ドイツ フランス スウェーデン 日本 
人口千人当たり総病床数 2.5 2.8 8.0 6.0 2.2 13.1 
人口千人当たり急性期医療病床数 2.1 2.4 6.0 3.1 2.0 7.8 
人口千人当たり臨床医師数 2.8 2.6 4.3 3.2 4.1 2.4 
病床百床当たり臨床医師数 110.8 93.5 53.1 52.8 176.0 18.5 
人口千人当たり臨床看護職員数 7.8 11.7 12.9 10.5 10.9 11.3 
病床百床当たり臨床看護職員数 308.5 419.9 161.6 123.6 466.1 86.5 
平均在院日数 6.9 6.1 8.9 12.8 5.7 28.2 
平均在院日数（急性期） 5.9 5.5 7.5 5.2 5.5 16.2 
人口一人当たり外来診療回数 5.0 4.0 9.9 6.9 2.8 12.6 
女性医師割合（％） 47.6 36.1 46.6 41.4 48.0 21.0 
一人当たり医療費（米ドル） 3,943 10,207 5,848 3,978 5,264 4,630 
総医療費の対ＧＤＰ比（％） 9.6 17.1 11.2 11.8 11.0 10.9 
ＯＥＣＤ加盟諸国間での順位 13 1 4 3 5 6 
平均寿命（男） 79.5 76.1 78.7 78.1 80.8 81.1 
平均寿命（女） 83.1 81.1 83.4 84.8 84.1 87.3 

出所：厚生労働省ホームページ 

   https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/iryouhoken11/index.html 

 

(２) 病床百床当たりでみると、臨床医師数と臨床看護職員数の数値が高いのは、病床数が少ない

からである。 
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ようなフリーアクセスではない。一次医療はプライマリケアと呼ばれ、一般医（General 

Practitioner、以下ＧＰと略す）が担っている(３)。二次・三次医療の担い手はＮＨＳトラス

トやファンデーショントラスト（Foundation Trust、以下ＦＴと略す）と呼ばれる急性期病

院や専門病院、大学病院などである。その他に民間部門、ボランタリー部門による医療提

供がある(４)。ＮＨＳの財源の約８割が政府支出である（表２）。政府支出は、国税に、 

 

表２ 英国の医療費とその財源内訳（1997年～2018年） 

（単位：10億ポンド、％） 
年度 政府支出 民間企業支出 寄附等 民間医療保険等 自己負担 合 計 

1997 73.5 75.3％ 1.2 1.2％ 1.1 1.1％ 3.7 3.8％ 18.1 18.5％ 97.6 

1998 78.1 75.7％ 1.3 1.3％ 1.2 1.2％ 3.8 3.7％ 18.8 18.2％ 103.2 

1999 83.9 76.6％ 1.2 1.1％ 1.3 1.2％ 4 3.7％ 19.1 17.4％ 109.5 

2000 87.1 76.5％ 1.2 1.1％ 1.4 1.2％ 4.7 4.1％ 19.5 17.1％ 113.9 

2001 93.9 76.2％ 1.2 1.0％ 1.5 1.2％ 5.3 4.3％ 21.3 17.3％ 123.2 

2002 102 77.1％ 1.1 0.8％ 1.7 1.3％ 5.5 4.2％ 22 16.6％ 132.3 

2003 109.3 78.2％ 1 0.7％ 1.9 1.4％ 5.5 3.9％ 22.1 15.8％ 139.8 

2004 118.1 79.8％ 0.9 0.6％ 1.8 1.2％ 5.6 3.8％ 21.6 14.6％ 148 

2005 124.2 81.0％ 0.9 0.6％ 1.9 1.2％ 6 3.9％ 20.4 13.3％ 153.4 

2006 131.3 81.7％ 0.8 0.5％ 2.1 1.3％ 6.2 3.9％ 20.3 12.6％ 160.7 

2007 134.6 80.1％ 0.9 0.5％ 2.1 1.3％ 6.4 3.8％ 24 14.3％ 168 

2008 140.6 81.3％ 0.9 0.5％ 2.2 1.3％ 6.8 3.9％ 22.5 13.0％ 173 

2009 149.2 82.4％ 0.8 0.4％ 2.2 1.2％ 6.6 3.6％ 22.2 12.3％ 181 

2010 150.6 81.8％ 0.9 0.5％ 2.3 1.3％ 6.5 3.5％ 23.7 12.9％ 184 

2011 152.1 81.5％ 0.9 0.5％ 2.6 1.4％ 6.5 3.5％ 24.5 13.1％ 186.6 

2012 154.1 80.8％ 0.9 0.5％ 2.8 1.5％ 6.6 3.5％ 26.4 13.8％ 190.8 

2013 153.3 79.3％ 0.9 0.5％ 3 1.6％ 6.6 3.4％ 29.6 15.3％ 193.4 

2014 157.5 79.5％ 0.9 0.5％ 3.1 1.6％ 6.7 3.4％ 30 15.1％ 198.2 

2015 160.3 79.5％ 0.9 0.4％ 3.4 1.7％ 6.6 3.3％ 30.4 15.1％ 201.6 

2016 163.2 79.6％ 0.9 0.4％ 3.9 1.9％ 5.7 2.8％ 31.2 15.2％ 204.9 

2017 163.5 78.7％ 1 0.5％ 4.2 2.0％ 6.1 2.9％ 33 15.9％ 207.8 

2018 166.7 77.8％ 1 0.5％ 4.5 2.1％ 6.3 2.9％ 35.8 16.7％ 214.4 

出所：ＯＮＳ（2020）p.8, Figure4. 

 

(３) 予約なしでもプライマリケアを受けられる方法として、「ウォークインセンター」や「ＭＩ

ＵＳ（Minor Injuries Units）」と呼ばれる日帰り施設が設置されている他、電話またはインター

ネットで24時間365日医療相談ができる窓口としてＮＨＳ 111やＮＨＳ Ａｐｐが設けられてい

る。柏木（2010）に一部加筆。 

(４) ＮＨＳトラストとＦＴは財団法人であるが、ＮＨＳトラストは保健省をとおして議会に会計

報告を行うので、ＮＨＳの組織とみてよい。またＦＴは地域住民も株主になれる公益法人であ

り、議会報告は保健省から独立しているが、医療提供体制はＮＨＳとみてよい。一方、ＮＨＳ

は民間部門、ボランタリー部門、社会的企業の病院に治療を委託しているので、公的負担によ

る民間供給も多く存在する。ＮＨＳトラストは1991年の保守党政権時代に創設された。その他

に精神保健トラスト、学習障害トラスト、救急トラストなどがある。ＦＴはＮＨＳから独立し

た公益法人であり、2004年から設置された。柏木（2014）を参照。 
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一部国民保険料で補完する形で賄われ、国民は包括的な保健医療サービスを原則無料で受

けることができる。自己負担は、外来処方箋、差額ベッド、眼鏡、義歯などである。 

 2018年現在の医療費総額は2,144億ポンドで、１人あたり3,227ポンドに相当する。ＧＤ

Ｐに占める医療費の割合は10.0％で、1997年の6.9％と比べると医療費は増えている。 

 

 

 第２章 日本の医療情報化の概要 
 

 日本では、1960年代に医事会計システムが導入され、1970年代には、臨床検査システム

やオーダエントリシステムが導入された。1980年代には、レセプトコンピュータが普及し、

1990年代には電子カルテシステムが導入され始めた(５)。 

 日本の医療情報化は、2001年１月の『e-Japan戦略』から本格的に進められるように

なった。e-Japan戦略では、医療・介護について、「在宅患者の緊急時対応を含め、ネッ

トワークを通じて、安全に情報交換ができ、遠隔地であっても質の高い医療・介護サービ

スを受けることができる」と掲げられた(６)。2001年６月には、経済財政諮問会議で閣議

決定された『骨太方針』に医療サービスのＩＴ化（電子カルテ、電子レセプト）の推進が

記載された。2001年11月の『医療制度改革大綱』では、電子カルテ・レセプト電算化など

の医療のＩＴ化の推進が掲げられ、電子カルテ等について目標と達成年次を年内に策定し、

その実現に向けた支援措置を講じると記載された。2001年12月には、保健医療情報システ

ム検討会において『保健医療分野の情報化にむけてのグランドデザイン』が取りまとめら

れた。このグランドデザインでは、医療の将来像を踏まえた医療の課題と情報化、医療情

報システム構築のための戦略、情報化の進展にともなう保健医療福祉総合ネットワーク化

への展開が掲げられ、特に医療情報システムの構築においては電子カルテ・レセプト電算

処理システムの目標と達成年次、国の講ずるべき施策等が盛り込まれた。電子カルテにつ

いては、2004年度までに、全国の二次医療圏毎に少なくとも一施設は電子カルテシステム

の普及を図ることとし、2006年度までに、全国の400床以上の病院および全診療所の６割

以上に普及という目標を立てた。レセプト電算処理システムについては、2004年度までに、

 

(５) 健康・医療政策推進本部 第１回 標準的医療情報システムに関する検討会 参考資料１：

我が国における医療情報システムの歴史を参照。 

   https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/jisedai_kiban/iryoujyoho_sistem/dai1/sankou1.pdf 
(６) e-Japan戦略 ３．基本戦略(２)目指すべき社会を参照。 
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全国の病院レセプトの５割以上に普及し、2006年度まで全国の病院レセプトの７割以上に

普及するという目標を立てた(７)。 

 2003年の『e-Japan戦略Ⅱ』では、医療分野における認証基盤整備、電子カルテの転送、

診療報酬請求業務のオンライン化などを目標に取り組むこととなった(８)。 

 その後、2006年１月には、2010年を目指した次期ＩＴ戦略である『ＩＴ新改革戦略』が

決定された。医療分野は「ＩＴ政策の重点」の一つとして位置付けられ、レセプトの完全

オンライン化、電子カルテシステムの普及推進のほか、個人が生涯を通じて健康情報を活

用できる基盤作り、医療・健康・介護・福祉分野全般にわたる情報化のグランドデザイン

の策定などが掲げられた。 

 2007年３月には、「医療・健康・介護・福祉分野の情報化グランドデザイン」が定めら

れ、2007年７月には、「重点計画 ― 2007」が公表され、健康情報を個人が活用できる基

盤整備の推進と医療機関等の情報基盤整備の推進、健康情報の全国的な収集・分析基盤整

備の推進が掲げられた。 

 電子カルテシステムの普及率は図１のとおりである。2008年度には一般病院14.2％、診

療所で14.7％の普及率であったが、2017年度には、一般病院が46.7％、診療所では、

41.6％の普及率となった。一方、電子レセプト請求は、図２のとおり、薬局と病院が早い

段階から導入し、2017年５月には、病院と薬局で99.9％（件数ベース）、診療所で94.5％

（件数ベース）、歯科で96.0％まで普及した。 

 

 

 第３章 英国の国家ＩＴ計画の導入までの過程 
 

 ＮＰｆＩＴの導入までの過程は以下のとおりである。ＮＨＳエグゼクティブ（1992）

『情報管理と技術の戦略1992（The Information Management and Technology（ＩＭ＆Ｔ）

Strategy 1992）』で、医療情報の原則が策定され、ＮＨＳ番号やＮＨＳ全体の情報ネット 

 

(７) 厚生労働省ホームページ https://www.mhlw.go.jp/shingi/0112/s1226-1.htmlを参照。 

(８) ＩＴ戦略本部ホームページ http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/ejapan2/030702gaiyou.html。
第一段階として、「2003年までに全病院の２割以上にオーダリングシステムの導入を目指す」

ことが目標として掲げられた。 
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ワークであるＮＨＳネット（ＮＨＳｎｅｔ）などが導入されることとなった(９)。1997年

にブレア元労働党政権が発足し、保健省（1998）『健康のための情報（Information for 

Health 1998）』では、患者の医療記録の電子化（電子カルテ）と医療関係機関間での情報

共有が必要であると述べられた。保健省（2000）『ＮＨＳプラン』では、改革の柱は、バ

リューフォーマネーをベースとした医療サービスの供給拡大と効率化、そして質の向上で

あるとされた。地域への大幅な権限委譲や施設設備・医療従事者の拡充などを行い、患者

の選択機会を拡大し、サービスの地域間格差の是正を実現するものであり、ＩＴ投資はそ

のベースとなる。ＮＨＳ職員が最新で正確な患者情報を簡単に得られるようになれば、

サービス供給の拡大と効率化、そして質の向上が図れる。ＩＴは資源を効率化し、ＮＨＳ

職員のサポートとなり、結果として国民へのサービスの質を向上させると考えた。2003年

度までに２億5,000万ポンド投資し、2002年までにすべてのＧＰのためにＮＨＳネットを

繋ぎ、2004年までに電子カルテと電子処方箋を、2005年までに電子予約システムを実現す

ると掲げた。また、すべての地方で2005年までに遠隔治療を整えるとした。 

 ブレア元首相とマイクロソフトのビル・ゲイツ最高経営責任者（ＣＥＯ）との会談の結

果、2002年２月のセミナーで、一元化された新しい医療ＩＴ戦略を追求する決定が下され

た(10)。 

 2002年４月には、ワンレス（2002）『未来の保健の確保：長期的展望（Securing Our 

Future Health: Taking a Long-Term View）』の中で、「質の高い医療のためには、医療費を

2021年までにＧＤＰ比11.3％まで上げる必要がある。医療費拡大と抜本的改革は両方とも

不可欠であり、どちらが欠けても成功しないだろう。特にＩＴ投資予算は２倍にする必要

がある。」と書かれたのもＮＰｆＩＴを押し上げる要因となった。 

 2002年７月に保健省（2002）『21世紀のＩＴサポートの供給（Delivering 21st Century IT 

Support for the NHS）』というレポートが出された。電子処方箋、電子予約、電子カルテ

とそれらを支えるネットワークインフラの整備を行うことが謳われた。 

 そして、2002年10月に、2012年までに全土での患者記録の統一情報システムを目指した

ＮＰｆＩＴが発表された。ＮＰｆＩＴは電子カルテ、電子処方箋、電子予約を柱に14のシ 

 

(９) カンピオン・アワード他（2014）を参照。病院とＧＰのシステム化は、1970年代から始まっ

た。ＧＰのシステム化は、1989年の政府の財政支援を通じて導入が加速し、2004年にはほぼ導

入が完了した。ワハター（2016）を参照。一方、病院は、個別にシステム化されていたが、導

入成功例は多くなかった。カンピオン・アワード他（2014）を参照。 

(10) ワハター（2016）を参照。 
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図１ 電子カルテシステムの普及率（2008年度～2017年度） 

出所：厚生労働省ホームページ 

   https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000482158.pdf 
 

図２ 電子レセプト請求の推移（2008年～2015年） 

出所：厚生労働省ホームページ 

   https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12400000-Hokenkyoku/0000099002.pdf 
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ステムで構成されていた。 

 

 

 第４章 国家ＩＴ計画の遅延と予算拡大 
 

 保健省は2002年開始当初、３年間のプロジェクトで、予算は23億ポンドと発表したが、

その期間と予算額では完成せず、2006年６月の会計検査院の報告書には10年間で124億ポ

ンドかかると書かれた。しかも投資した費用に見合う金銭価値はないと評価された。 

 2008年３月31日時点のＮＰｆＩＴの進捗状況と費用対効果は表３のとおりである(11)。

電子カルテ、電子予約、電子処方箋が遅延しているが、それ以外はスムーズに稼働し、利

用されている。しかし上記の３つはこの国家計画の根幹であるため、会計検査院と下院は、

遅延を問題視した。遅延の理由は複合的な要素から成る。①計画段階でのスケジュール、

コスト、体制の見積りが甘かったこと、②事前準備が足りずスケジュールが伸びたこと、

③医療機関側のプロジェクトに対するインセンティブの欠如や無理解、④ＮＨＳ本部と地

方機関、ＧＰ、開発業者間のコミュニケーションの欠如、⑤コストの増加、⑥相次ぐ仕様

変更によるスケジュールの遅延と公共調達の変更で支払条件が厳しくなったため、開発業

者の離脱を引き起こしたことが挙げられた(12)。 

 2007年４月17日付のテレグラフ紙(13)では下院の会長であるエドワード・リー氏が、最

終コストは200億ポンドかかると語った。その原因は①職員のレベルが低い、②政府が事

前見積りを誤った、③事前の取り組みが遅かったため、病院側の用意が間に合わないなど

であると語った。 

 スケジュールの甘さについても、会計検査院（2006）が、スケジュール調整が必要かも

しれないと提案したにもかかわらず、保健省は「当初の計画の目的であった完全な統合電 

 

(11) 1999年に設立されたＮＨＳ情報局（NHS Information Authority）がＮＰｆＩＴを管轄していた

が、2005年４月にＮＨＳコネクティング・フォー・ヘルス局（NHS Connecting for Health Agency）
に移管された。2013年３月31日に廃止され、ＮＨＳデジタルに引き継がれた。 

(12) 2006年９月にはアクセンチュアが途中で離脱した。さらに、南部の開発業者であった富士通

が2008年６月に離脱し契約終了となった。これは615件もの度重なる仕様変更と代金支払いの

遅延によるものであった。コンピュータワールドＵＫホームページ 

   http://www.computerworlduk.com/management/government-law/public-sector/news/index.cfm?newsi
d=9614を参照。 

(13) テレグラフ紙ホームページ 

   http://www.telegraph.co.uk/news/uknews/1548813/Patients-wont-benefit-from-12bn-IT-project.html 
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表３ ＮＰｆＩＴの進捗状況と費用対効果（2008年３月末時点） 

（単位：件、百万ポンド） 

No. 事業名 事業内容 
期待効果

(1日あたり)
稼働・進捗状況 利用状況 費 用 

1 
Ｎ３(the National Network for 
the NHS) 

ＩＴ基盤整備。ブ
ロードバンドネット
ワーク整備 

20のブロー
ドバンド接
続 

稼働 
接続数：23,000件（2008年３月
31日現在） 
利用者：100万人超 

最終費用：530 
現在支払高：423 

２
ス
パ
イ
ン
（
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
） 

2-1 
個人記録データ（Personal 
Demographics Services） 

患者の氏名、住所、
生年月日、ＮＨＳ番
号の管理 

１日あたり
140万の記録

2004年６月に本
格導入。その後
３度アップグ
レード 

登 録 ユ ー ザ 数 ： 469,856 件
（2008年３月31日現在） 
問い合わせ回数は毎週900万回
を超える 

最終費用：889 
現在支払高：585 

2-2 
個人スパイン情報（Personal 
Spine Information Service） 

電子カルテの診療
データを格納 

１日あたり
140万の記録

稼働 
導 入 し た Ｇ Ｐ 診 療 所 か ら
153,000件アップロードされた 

2-3 
二次利用システム（Secondary 
Users Service） 

情報の二次利用 
１日あたり
100万件の二
次利用 

稼働 
登録ユーザ数：約2,000人８億
件を超えるデータが格納。毎月
7,000回ダウンロード 

2-4 
カード管理サービス（Card 
Management Service） 

スマートカードの管
理 

1あたり460
人（新規）

2004年６月に導
入 

 

2-5 
認証ポータル（Authentication 
Portal） 

認証サービス 
１日あたり
50,000人 

2004年６月に導
入 

 

2-6 
アクセスコントロール（Access 
Control Framework） 

電子カルテのアクセ
スコントロール 

１日あたり
140万の記録

2005年12月に導
入 

 

2-7 
ディレクトリサービス（Spine 
Directory service) 

ファイルを整理・分
類する保管場所 

 
2004年６月に導
入 

 

2-8 
メッセージ交換（Transaction 
Messaging Service) データ交換サービス  

2004年７月に導
入 

毎月約１億800万件の処理 

3 
概要版電子カルテ（Summary 
Care Record) 概要版電子カルテ 

１日あたり
140万の記録

遅延中 
格納データ：153,188件（2008
年３月31日現在） 

最終費用：5,132 
現在支払高：872 

4 
電子予約システム（Choose 
and Book) 

病院の選択・予約シ
ステム 

１日あたり
16,000 の 予
約と実際の
診療 

期限内達成でき
ず。2008年３月
31日時点で84％
達成 

95％ＧＰが使用可能（8,061か
所／8,444か所） 
169か所のトラストのうち、142
か所が利用 

最終費用：144.5 
現在支払高：103 

5 
電子処方箋（Electorical 
Prescripiton Service) 

ＧＰと薬局を結ぶ電
子処方箋システム 

１日あたり
100,000通の
電子処方箋

期限内には達成
できず。 
2007年12月まで
に80％のＧＰと
75％の薬局が利
用可能 

2008年３月31日現在、ＧＰ
79％、薬局80％が利用してい
る。2008年３月31日までに送信
された電子処方箋は77,427,445
件 
2008年３月に送信された電子処
方箋は6,457,700件である 

最終費用：45 
現在支払高：8 

6 
ＮＨＳメールサービス（NHS 
mail) 

ＮＨＳスタッフ向け
電子メール 

１日あたり
100 万 通 の
メール 

2004年10月に導
入 

2008年３月31日現在、341,332
人利用 

最終費用：117 
現在支払高：74 

7 
ＧＰ間患者記録移転（GP to 
GP transfer） 

ＧＰ間の患者記録転
送 

１日あたり
80転送 

稼働 
2008年３月で3,511人が利用 
2007年３月31日までで108,334
転送 

最終費用：7.1 
現在支払高：4.2 

8 
品質管理分析システム
（Quality Management and 
Analysis System） 

ＧＰ運営管理分析シ
ステム 

１日あたり
28,000 人 の
ＧＰが活用

2005年１月に導
入 

2008年３月31日現在、37,164人
が利用 

最終費用：9 
現在支払高：1.8 

9 
ＮＨＳコンタクトデスク（NHS 
Connecting for Health  
Service Desk） 

患者や医療機関向け
の情報提供サービス 

 
2007年１月15日
完全稼働 

毎月99.89％利用 
最終費用：47 
現在支払高：15 

10 
詳
細
版
電
子
カ
ル
テ 

ロンドンＩＴプログラム
（London Programme for IT）

ＮＨＳトラストとＧ
Ｐの旧システムをス
パインの新システム
に移行する作業。個
人の詳細医療記録 
(NHS Care Record Service
 : CRS）はここに含
まれる。 

１日あたり
140万の記録

遅延中  
最終費用：5,132 
現在支払高：871 

11 
南部ＩＴプログラム（Southern 
Programme for IT） 

12 
北部・中部・東部ＩＴプロ
グラム（North,Midlands and 
East Programme for IT） 

13 
画像データシステムＰＡＣＳ
（Picture Archiving and 
Communications Systems） 

Ｘ線写真などの画像
データを転送し、管
理するシステム 

１日あたり
100万データ

１日あたり100
万データ2007年
12月に導入 

2008年３月31日現在、６億
4,100万データ格納 

最終費用：884.9 
現在支払高：434 

14 
個人用健康診断記録（Health 
Space） 

個人用健康診断記録
サービス 

 

2003 年 12 月導
入。2007年６月
13日からアップ
グレードが導入

登録ユーザ数：35,186名（2008
年３月31日現在） 

最終費用：2.4 
現在支払高：2.4 

出所：NAO (2008a) p.25 ; (2008b) pp.7-53 より筆者作成。  
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子カルテサービスの展望の最終的な成就を危うくするので妥協を許すべきでない」と述べ、

対処しなかった。下院（2007）も電子カルテシステムの完成が予定より２年遅れていると

報告していた。その原因のひとつにはＮＨＳ職員の抵抗からくるものであり、会計検査院

（2008）は電子カルテの導入は2014年度になると報告した。 

 詳細版電子カルテシステムの遅延と現場の反対のため、2007年３月には、ＮＨＳの最高

経営責任者であるデイビッド・ニコルソン氏が、ＮＨＳ地域オーナーシップ計画（NHS 

Local Ownership Programme）を発表した。これにより、５つのクラスター（ロンドン・北

部・中部・東部・南部）を解散し、10か所の戦略的保健当局、地域のプライマリケアトラ

ストと病院がシステムの実装と所有、責任を引き継ぐこととなった(14)。 

 さらに、財政面を詳細に検討する。2002年度から2007年度のＩＴ全体関連支出は表４の

とおりであるが、ＮＨＳ経常支出とＮＨＳ資本支出という２種類の財源で賄われている。

５年間で127億8,859万ポンド支払われており、ワンレス（2002）でＩＴ投資を増やすよう

に示されたとおり、ＮＨＳ予算全体に占める割合は2002年度の２％から2007年度には４％

まで増加した。 

 続いて、契約状況と支払状況をみる。ＮＰｆＩＴに関する最初の契約は2003年１月31日

に行われ、61億1,250万ポンドであった（表５）。この時点ですでに2002年開始時の予算 

 

表４ ＩＴ全体支出状況 （2002－2007年度） 

（単位：千ポンド） 

  
2002/03
（実績）

2003/04
（実績）

2004/05
（実績）

2005/06
（実績）

2006/07
（実績）

2007/08 
（実績） 

2008/09 
（計画） 

ＮＨＳ予算全体 50,813,614 57,771,284 64,328,322 69,388,279 73,078,285 79,751,011 82,900,000 

ＩＴ支出 1,018,335 1,402,917 2,091,671 2,311,105 2,726,521 3,238,039 3,657,393 

ＮＨＳ予算に占めるＩＴ支出（％) 2.00％ 2.43％ 3.25％ 3.33％ 3.73％ 4.06％ 4.41％ 

うちＮＨＳ経常支出 1,018,335 1,144,991 1,521,719 1,685,759 1,915,809 2,310,313 2,639,216 

うちＮＨＳ経常支出（％） 2.00％ 2.16％ 2.44％ 2.49％ 2.70％ 2.95％ 3.28％ 

 
地方支出 832,020 914,232 1,046,259 1,159,804 1,241,061 1,516,573 1,606,776 

中央支出 186,315 230,759 475,460 525,955 674,748 793,740 1,032,440 

うちＮＨＳ資本支出 257,926 569,952 625,346 810,712 927,726 1,018,177 

 
情報技術ＩＴ 211,164 190,046 215,472 269,372 288,243 283,811 

ソフトウェア・ライセンス 23,132 15,508 23,059 50,231 46,986 37,055 

うちＮＨＳ資本支出（％） 9.35％ 20.17％ 23.37％ 25.26％ 32.00％ 24.26％ 

 
地方支出 234,296 205,555 238,531 319,603 335,230 320,865 

中央支出 23,630 364,397 386,815 491,109 592,496 697,312 

出所：NHS Connecting for Health (2008) p.7. 
 

(14) カンピオン・アワード他（2014）を参照。契約については、引き続き、ＮＨＳコネクティン

グ・フォー・ヘルス局が責任を負うことになった。 

   他には、ガーディアン紙ホームページで取り上げられた。 

   https://www.theguardian.com/society/2007/mar/30/epublic.technologyを参照。 
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表５ 最初の契約の概要（2003年１月31日当時） 

 
 開発対象 コンソーシアム・リーダー 開発業者 金額（100万ポンド） 

国 
ネットワーク（Ｎ３） ＢＴ  530 
スパイン ＢＴ ＣＳＷ 620 
電子予約システム Atos Origin Cerner 64.5 

地
方 

北東部 アクセンチュア iSoft 1,099 
ロンドン ＢＴ ＩＤＸ 996 
東・東中部 アクセンチュア iSoft 934 
北西・西中部 ＣＳＣ iSoft 973 
南部 富士通 ＩＤＸ 896 

合   計   6,112.5 

注：地方は、詳細版電子カルテを指す。ＢＴはBritish Telecomの略。ＣＳＣはComputer Sciences 
Corporationの略。 

出所：Eason (2008) p.5. 
 

23億ポンドを超え、３倍弱に膨らんでいる。予算拡大の原因は、当初開発を予定していた

システムの機能数よりも、仕様変更により機能数が増えたからである。 

 表６の2005年度と2006年度データの予算と実績の差をみてみると、2006年度のＮＨＳ歳

入を除き、予算を下回っていることがわかる。これは英国の公共調達がＥＵ公共調達指令

2004/18/ＥＵを法制化した「公共契約規則（The Public Contracts Regulations）」に基づい

たものであり、稼働しないと支払わない条件を取っているからだと考えられる。 

 表７は会計検査院が調べた開発業者への支払状況であるが、開発が終了しても、支払わ

れていない契約が多く存在していることがわかる。また、開発後支払承認がおりるまでの

期間が107日から219日と長いこともわかった。これはＥＵ公共調達指令によるものである。 

 次に2008年４月以降の支払いを計算した。表８は会計検査院の報告書から計算したもの

であり、106億7,420万ポンドとなった。これまでの支払額は最終予想費用に対し２割程度

にすぎず、残り８割を2015年度までに支払うこととなる。年平均にすると13億7,732万ポ 

 

表６ 開発別支出（2005－2006年度） 
（単位：千ポンド） 

 2005/06 2006/07 

 経  常 資  本 経  常 資  本 

 予算 実績 差額 予算 実績 差額 予算 実績 差額 予算 実績 差額 

電子予約システム 8,778 8,792 14 770 770 0 8,625 8,625 0 598 598 0 

電子処方箋とＮＨＳ
メール 

36,864 41,632 4,768 87,843 86,657 △1,186 48,940 61,497 12,557 53,961 106,565 52,604 

Ｎ３ 90,134 89,125 △1,009 0 0 0 114,924 170,504 55,580 0 0 0 
詳
細
版
電
子
カ
ル
テ

ロンドン 2,067 0 △2,067 75,219 2,156 △73,063 7,374 654 △6,720 97,062 80,793 △16,269 

北東部 61,209 14,612 △46,597 275,842 29,968 △245,874 36,061 25,090 △10,971 107,361 60,365 △46,996 

北西・西中部 14,603 189 △14,414 203,976 49,366 △154,610 36,344 23,939 △12,405 135,230 59,209 △76,021 

東部 36,520 16,590 △19,930 198,660 38,255 △160,405 26,755 13,204 △13,551 46,482 5,725 △40,757 

南部 910 0 △910 42,575 23,392 △19,183 3,466 173 △3,293 83,398 23,542 △59,856 

合  計 251,085 170,940 △80,145 884,885 230,564 △654,321 282,489 303,686 21,197 524,092 336,797 △187,295 

出所：NHS Connecting for Healthより筆者作成。  
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表７ 詳細版電子カルテシステム開発業者への支払状況 

 

 開発業者 
2008年３月31日
現在の開発数 

支払われていない

開発数 

開発から支払承認 

までの平均日数 

ロンドン ＢＴ 51 8 107 
南部 富士通 92 56 219 
北部・中部・東部 ＣＳＣ 284 48 115 

注：ＧＰシステム開発分は含まれていない。ＣＳＣはＣＳＣに変わる前のアクセンチュア開発分も

含む。 

出所：NAO (2008a) p.28 Figure 9. 
 
 

ンドとなり、これまでの年間４～６億ポンドに加え、毎年さらに平均約10億ポンドの予算

が必要となる。 

 2007年に出されたキングスファンドの報告では、改革の改善はみられたが、支出増が生

産性の増加にならなかったことは残念だと書かれている。特にＩＴの遅れに警鐘を鳴らし

ている。ＮＨＳに対し、十分な準備なしに改革を行ったことを非難し、2010年までに72億

ポンドから152億ポンドの資金不足になると予想している。 

 

表８ 2008年３月31日時点の最終予想費用と今後の支出額 （単位：百万ポンド） 

（単位：百万ポンド） 

内  容 契約最終日 最終費用 
2008年３月31日

支払済み 
これから 
支払う額 

中央政府費用     
主要契約     
詳
細
版
電
子
カ
ル
テ 

ロンドン 2015年10月 1,021.0 191.0 830.0 
南部 2014年12月 1,104.0 81.0 1,023.0 
北東部 2015年12月 1,035.0 214.0 821.0 
東部 2015年12月 930.0 200.0 730.0 
北西・北中部 2015年12月 1,042.0 185.0 857.0 

スパイン 2013年６月 889.0 585.0 304.0 
Ｎ３ 2011年３月 530.0 423.0 107.0 
電子予約システム 2009年12月 144.5 103.0 41.5 
アクセンチュア 110.0  110.0 
合計 6,805.5 1,982.0 4,823.5 
追加要件費用 665.8  665.8 
その他費用 1,599.0  1,599.0 
中央政府合計 9,070.3  7,088.3 
地方費用 3,585.9  3,585.9 
全体合計 12,656.2  10,674.2 

注：アクセンチュアは2006年９月に離脱したアクセンチュアへの支払額。 

出所：NAO (2008a) p.25 Figure 6; (2008b) pp.7-53より筆者作成。 
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 第５章 ＮＰｆＩＴの解体 

 

第１節 キャメロン政権のＩＣＴ戦略 

 2010年５月８日の総選挙の結果、保守党と自由民主党による連立政権が誕生した。デイ

ビッド・キャメロン元保守党党首は、「大きな社会（Big Society）」というスローガンを

掲げ、肥大化した財政赤字の削減を喫緊の課題とした。ＩＴ化については、2011年３月に

『政府ＩＣＴ戦略（Government ICT Strategy）』を発表した。政府によるＩＣＴ活用は、

国民・企業のニーズに対応する効果的で効率的な行政サービスの提供に不可欠であり、そ

れは規模に関係なくオープンであるべきであるとの方針が示された。さらに、連立政権の

目標である財政赤字の削減のために、厳しい予算削減の方針が示され、フランシス・モー

ド内閣府大臣は、政府のＩＣＴ支出を数百万ポンド削減すると同時に、政府ＩＣＴ調達に

おいて中小企業の参加を促すと述べた。①プロジェクトの無駄と失敗を減らし経済成長を

促進する、②共通のＩＣＴインフラを構築する、③ＩＣＴを活用して変化をもたらす、④

ガバナンスの強化の４つの方針が掲げられた。 

 

第２節 ＮＨＳの決断 

 2011年９月22日に保健省は主要プロジェクト局のレビューを受けて、保健省はＮＰｆＩ

Ｔの解体を加速することを発表した(15)。その内容は以下のとおりである。 

 主要プロジェクト局はＮＨＳが必要とする近代的なＩＴサービスを提供するには適して

いないと結論付けた。スパイン、Ｎ３（ネットワーク）、ＮＨＳメール、電子予約システ

ム、二次利用システム、画像データシステムなどについては、今日までにしっかりと構築

されているので、これからもこれらは活用し続けられるであろうが、当初の目的であった

全土の統一された詳細版電子カルテは提供できないと述べた。その理由として、近代化さ

れたＮＨＳにおいて、中央集権的な意思決定は適切でないとした。地域のＮＨＳがバ

リューフォーマネーを提供する最善の方法は、地域に選択することを許し、地元のサプラ

 

(15) ニュースリリース名は「Dismantling the NHS National Programme for IT（ＮＰｆＩＴの解体）」

である。英国政府ホームページ 

   https://www.gov.uk/government/news/dismantling-the-nhs-national-programme-for-itを参照。キャ

メロン首相は、2011年５月に下院で、「主要プロジェクト局がＮＰｆＩＴを見直す」と発表し

ていた。 
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イヤーと協力し続けることである。ＮＨＳのプロジェクトから中小企業を締め出すのでは

なく、協力していくことが必要であると述べた。 

 それに対して、保健省は患者と医者の情報交換は患者ケアの中心である。ＮＰｆＩＴは

インフラ部分で大きな貢献をし、患者の安全と効率化に極めて重要な簡易版電子カルテと

電子処方箋は、インフラとともに継続される。しかし私たちはトップダウンのアプローチ

から前進し、地域の意思決定による情報システムを提供する必要がある。これはバリュー

フォーマネーの達成と患者のニーズを満たす唯一の方法であると述べた。 

 内閣府大臣フランシス・モーデ氏は、現政府は主要プロジェクトのコストのかかる失敗

を許さない。そのため、中央政府部門と協力して、主要プロジェクトを管理し、省庁によ

る体系的アプローチと、プロジェクトを軌道に乗せるための定期的な精査を確実に行うた

めに主要プロジェクト庁を設立した。ＮＰｆＩＴは人気のないトップダウンプログラムと

なっている。主要プロジェクト局の見直しに続いて、私たちはＮＨＳの現場に権力を早く

渡し、納税者のバリューフォーマネーを実現するために早く動くことが必要であると述べ

た。 

 ＮＨＳの最高経営責任者であるデイビッド・ニコルソン氏も、近代化されたＮＨＳは、

患者と医師が必要とする情報システムが必要である。ＮＰｆＩＴはインフラを提供してき

たが、今日の医療サービスに必要な効率性と有効性を達成するつもりならば次に進む必要

がある。意思決定という地域のコントロールを回復し、選択を可能にすることは、品質と

安全性を高めるために、情報の安全な交換をすることが重要であると述べた。 

 保健省の情報ディレクターであるケイティ・デービス氏は以下のように述べた。「私た

ちが達成しなければならない重要なことは、医療ＩＴ市場を発展させることと一元的な管

理をやめることである。私たちは、患者と医者のバリューフォーマネーを増やすために、

新しい方法を構築する絶好の機会を持っている。私たちが行うすべてがこれらの目的と互

換性があることを確認するために、すべての保健省の情報のアプリケーションとサービス

の完全なレビューを行うことにする。ＩＴサポートを提供するための枠組みと共に、どの

ような作業が続くのかを発表する予定である。」 

 こうして、ＮＰｆＩＴは解体されることとなった。 
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第３節 当時のＮＰｆＩＴに対する各見解 

(１) 主要プロジェクト局の見解 

   主要プロジェクト局（2011）の見解は以下のとおりである(16)。ＮＰｆＩＴの当初

の意義は、医師が照会された患者の注意点を紙のカルテに記入していた時代のニーズ

から来たもので、21世紀のビジョンは完全に統合された電子カルテを作成することが、

ＧＰ、地域保健、精神保健、急性期医療が連携し患者が選択する上で安全な記録とし

て必要だったと十分に認識し、地域の意思決定や患者の選択などの環境整備のために、

接続性と適合性は必要であるが、中央政府主導の単一システムは現場の医師のニーズ

に合わず、将来の環境に合うように変更すべきである。なかでも複数の会社のアプリ

ケーションの相互依存性に問題があるため、ＮＰｆＩＴは終わらせるべきである。 

   主要プロジェクト局は医療ＩＴシステム市場についても言及しており、従来からの

地域プロバイダー（Local Service Provider）契約が英国の医療システム市場の発展を

抑えつけてきたため、新世代システムの開発はほとんどなかった。これからはＮＨＳ

の接続性と互換性のニーズに合う製品の開発を奨励すべきである。ＮＨＳの将来の改

革の形はＩＴシステムの競争的市場に反映されるべきであると述べた。今後の課題と

して、現在の地域プロバイダー契約はＮＨＳの情報システム部門によって行われてい

るが、今後はＮＨＳトラストと地域プロバイダーで契約することになる。よって地域

の意思決定の新しいＮＨＳの環境の中で、責任と権限をはっきりさせた契約を行わな

ければならないと述べた。 

   開発業者であるComputer Sciences Corporation（以下、ＣＳＣと略す）とは交渉を通

じてお互いの着地点を見出し、その途中でロレンツォ（Lorenzo)(17)の開発・配置を

許すならば、ＣＳＣに失敗から脱却し、実行可能で提供可能なプランを出させる機会

を与える。ＣＳＣが契約期間内に完全に納品する確実性はないが、再交渉期間がロレ

ンツォを完全稼働させる可能性があると述べた。 

 

(２) 会計検査院の見解 

   会計検査院（2011）の見解は以下のとおりである(18)。ＮＰｆＩＴは失敗している。

簡易版電子カルテが遅れた時点で、詳細版電子カルテの実現が遅れることは分かって

 

(16) Major Projects Authority（2011）参照。 

(17) ＣＳＣの下請会社のiSoftが提供する電子カルテである。 

(18) ＮＡＯ（2011）参照。 
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いた。以前の調査で会計検査院と下院による以前のレビューはソフトウェア開発と納

品の遅れ、ＮＨＳ全体に標準的なシステムを実装することの困難と、１社のサプライ

ヤーだけになった契約の問題を報告した。地域間で異なる医療提供システムがそのま

まセッティングされたため、納品されたシステムは地方間で異なっている。既に費や

された27億ポンドの投資効果が見いだせず、これ以上税金投入することに価値が見い

だせない。 

   コストが減額されないのに提供されるシステムの数は少なくなっている。2009年９

月に、保健省は、各ＮＨＳトラストの地域の要求とキャパシティに合わせて、より小

さく、より対処可能な、地域に特化したシステムに変更することを許可することを発

表した。保健省は大規模にシステムを変更するつもりはなく、各トラストの既存のシ

ステム上の若干の変更で対応しようとしている。 

   また、連立政権になり、ＮＨＳの再編成として戦略保健局が廃止されることで、

2016年７月まで既存の契約を誰が管理するのか、誰が計画の利益を測定し報告するの

か、計画の構造的変化による財政的な実行をどうやって誰が管理するのかを懸念する。

さらに、2015年度に、電子カルテシステムの契約とサポートが終了する際、これらの

システムの継続的なサポートの責任は保健省から利用している各トラストに移る。し

かし、これらの組織には、システムを提供している直接的な契約の関係が現在はない。

かなりの不確実性が残るため、新しいサプライヤーへサービスを移す際の仕組みを作

り、コストを算定し、システムを使用している各トラストの財政的な義務を明らかに

することが必要である。 

 

(３) 下院の見解 

   下院（2011）の見解は以下のとおりである(19)。当初の意図は保健省の能力を超え

ている。初期段階で医療従事者とプロセスを相談していたならば無駄を避けることが

できただろう。保健省は、現在まで費やされた電子カルテの構築費用27億ポンドに対

して利益を示すことができなかった。電子カルテの構築数が削減されたが、それに見

合ったコスト削減を保健省は成し遂げていない。これらの失敗は保健省のプロジェク

ト管理から来ている。British Telecom（以下ＢＴと略す）には明らかに払いすぎであ

る。ＣＳＣとの交渉も心配している。保健省が議会に報告する義務を怠ったのも許し

 

(19) House of Commons of Public Accounts (2011) p. Ev29. 
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難い。ヒアリングの際、その２週間後に、ＣＳＣへ２億ポンドの前払いをすることを

言わなかったことには驚かされた。 

   2015年からＮＨＳトラストが電子カルテの義務を引き継ぐが組織が再編されるため

先は不透明である。セキュリティの安全性についてもしっかりとした説明がされてい

ないことも懸念する。 

   また下院は、ＮＨＳトラストが地元のプロバイダーから高額で投資効果が不透明な

ソフトウェアの購入を強いられ、拒否すると巨額の罰金を課されるという状況におか

れていたことを明らかにした。報告書の文面インタビューによれば、オックスフォー

ドやバッキンガムシャーでは既存のシステムで電子カルテがすでに稼働していたにも

かかわらず、取り換えるように言われ、拒んだ場合には880万ポンドの罰金が科され

ると言われていた。 

 

第４節 解体発表後のＮＰｆＩＴの状況と費用対効果 

 このような議論を経て、保健省はＮＰｆＩＴの解体を決断したが、2011年５月時点の開

発状況（表９）をみると、ＧＰ間連携を除きすべて提供されており、インフラ部分はほぼ

100％利用されている。解体の原因は電子カルテである。概要版電子カルテとＧＰ間連携

の稼働率が低いのは、どちらもＧＰ診療所で利用されている電子カルテに互換性がないか

らである。その電子カルテの現状（表10）であるが、ほとんど出来上がっていないことが 

 

表９ ＮＰｆＩＴの開発状況（2011年５月時点） 

（単位：％） 
 提供率 稼働率 （内訳） 備  考 

Ｎ３ 100 100  完全稼働 

スパイン 100 100  完全稼働 

ＮＨＳメール 100   72万人登録、44万人使用 

電子予約システム 
100 97 急性期トラスト  

95 ＧＰ診療所  

電子処方箋（リリース１） 
100 97 ＧＰ診療所  

95 薬局  

電子処方箋（リリース２） 
100 56 ＧＰ診療所 2011年３月末現在、112,000件 

60 薬局  

ＧＰ間患者記録移転 60 59  
ＧＰが同じケア記録システムを使ってい
ないので連携できない。 

画像システム 100 100  48時間以内に40-75％転送 

品質管理分析システム 100 100  99％が自動的にデータ提供 

概要版電子カルテ 100 10 ＧＰ診療所 
2011年３月末現在、580万件が作成（全
体は5,400万件） 

注）詳細版電子カルテは除く。 

出所：NAO (2011) p.17, Figure6. 
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表10 詳細版電子カルテの現状（2011年３月末時点）  

（単位：件数） 
 ロンドン 南  部 北部・中部・東部 合  計 

 

初期契約

(2003年) 

提供済み

(2011年

３月末

現在)

構築中

(2011年

３月末

現在)

減少率 
初期契約

(2004年)

提供済み 

(2011年 

３月末

現在)

構築中

(2011年

３月末

現在)

減少率
初期契約

(2003年)

提供済み

(2011年

３月末

現在)

構築中

(2011年

３月末

現在)

減少率 初期契約 

提供済み 

(2011年 

３月末 

現在) 

構築中 

(2011年 

３月末 

現在) 

減少率 

急性期トラスト 32 8 7 53％ 42 7 3 76％ 97 4 93 0 171 19 103 29％ 

コミュニティ・ヘ

ルス・サービス 
31 29 0 6％ 31 10 2 61％ 90 5 34 0 152 95 36 14％ 

精神保健トラスト 10 8 0 20％ 13 13 0 0％ 35 0 35 0 58 21 35 3％ 

ＧＰ診療所 1,243 0 0 100％ － － － － 4,400 1,377 3,023 0 5,643 1,377 3,023 22％ 

救急搬送トラスト 1 0 0 100％ 4 0 0 100％ 6 6 0 0 11 6 0 45％ 

出所：NAO (2011) p. 9, Figure4: p.11, Figure5より作成。 

 

わかる。ロンドンと南部を担当しているＢＴは2010年に契約を破棄したため提供数が減少

した。北部・中部・東部を担当しているＣＳＣは契約を延長することとなり、契約台数の

減少はしておらず現在も構築中であるが、完成するかどうかは未定である(20)。 

 このように、詳細版電子カルテは初期契約と比べて45％も減少したが、コストは全体の

１割減、価格にすると12億5,700万ポンドしか削減されなかった（表11）。詳細版電子カ

ルテは全体の41％を占め、45％が削減したのだから、単純に計算して18％程度のコスト削

減になってもよいはずであるが50億ポンドの支払が残った。 

 2011年にＮＰｆＩＴの方針に決着がついたものの、ＮＰｆＩＴの残務処理は残っていた

ため、下院と会計検査院は検討を続け、2013年にそれぞれ報告書が出されている。 

 下院（2013）は、ＩＴの国家プログラムは2011年に解体したものの、一部の大規模な地

域契約やその他の費用は未払いのままであり、依然として国民に多大な負担をかけている

と述べた。保健省は、北部、中部、東部のロレンツォの契約を再設定するために、約２年

間ＣＳＣと交渉を行っていた。保健省とＮＨＳイングランドは、請負業者に対する義務の

軽減と提供に関する継続的な問題があるにもかかわらず、費やされた金額は依然として価

値を生み出す可能性があると固執している(21)。 

 会計検査院（2013）は、費用便益分析を行い、システム保守終了の2024年には、98億ポ

ンドの費用と比較して、107億ポンドの利益をもたらすと推定した(22)。しかし、ＮＰｆＩ

Ｔのインフラ部分は23億ポンドの費用に対し、プロジェクトの終了までに16億ポンドの期 

 

(20) ＣＳＣは米国企業であり、商習慣の違いから、契約破棄の場合は裁判となるため、保健省は

裁判費用と契約金額のどちらか少ない方を選択せざるを得ない状況となり、契約延長となった。 

(21) House of Commons of Public Accounts（2013）を参照。 

(22) ＮＰｆＩＴは2005年４月に設立したＮＨＳコネクティング（NHS Connecting for Health）が所

管してきたが、2013年４月に閉鎖され、それにより保健社会ケア情報センター（Health and 
Social Care Information Centre）に再編成されたため、会計検査院は利益の実現が遅れる可能性が

あると指摘した。 
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表11 ＮＰｆＩＴコスト（2004年度価格）の内訳 

（単位：百万ポンド） 
 

 費用割合 
費  用 

(2011年５月)

会計検査院見積額 

（2008年時） 
差  額 

インフラ 14   

 スパイン  902 889 13 

 Ｎ３（ネットワーク）  530 530 0 

 ＮＨＳメール  207 117 90 

アプリ 5   

 電子予約システム  154 145 9 

 ＧＰ間移転  25 34 △ 9 

 契約追加分  341 515 △ 174 

地域サービス（詳細版電子カルテ） 41   

 ロンドン  948 1,021 △ 73 

 南部  454 483 △ 29 

 北部・中部・東部  2,507 3,007 △ 500 

 追加分  470 621 △ 151 

 相互運用  52 0 52 

 アクセンチュア  110 110 0 

 富士通  151 0 151 

地域ＮＨＳ費用 29   

 画像システム  886 885 1 

 Ｎ３ネットワーク  216 0 216 

 開発コスト  2,084 2,701 △ 617 

 相互運用  172 0 172 

中央費用 10 1,190 1,599 △ 409 

合計 100 11,400 12,657 △ 1,257 

出所：NAO (2011) p.20, Figure7. 
 

待利益をもたらすとし、地域の開発システムは、期待されるメリットを提供するにはほど

遠いと述べた。南部とロンドンの詳細版電子カルテおよび電子処方箋と簡易版電子カルテ

の場合、推定利益の98％は、2013年にはまだ実現していない。北部・中部・東部は、86％

が実現していない。これらはまだ提供されていない予想される利益の70億ポンドの大部分

を占めており、達成するのが非常に困難であるとしている。98億ポンドの費用には、ロレ

ンツォの将来の費用と2008年に契約終了した富士通との仲裁費用は含まれていない。これ

らの理由から、会計検査院は、非常に大きな不確実性と将来の利益の実現にかなりの潜在

的リスクがあると結論付けた(23)。 

  

 

(23) ＮＡＯ（2013）を参照。 
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 第６章 ＮＰｆＩＴ解体後のＮＨＳのデジタル化の再開 
 

 こうして、2011年にＮＰｆＩＴは解体されることとなったが、ＮＨＳの医療情報化が必

要なことは明らかだった。2013年１月に保健大臣だったジェレミー・ハント氏は、2018年

までにペーパーレスに挑戦する方針を打ち出した(24)。ＩＴを改善すると、40億ポンド以

上を節約し、患者やスタッフの手間を減らすことができると述べた。具体的な計画として、

2015年３月までに希望するすべての人が、ＧＰが保有する自分の健康記録にオンラインで

アクセスできるようにする。病院に患者を紹介するときに病院に手紙を送る代わりに、Ｇ

Ｐは代わりに電子メールを送信することができるようにする。2018年４月までにデジタル

情報はＮＨＳとソーシャルケアサービスで完全に利用できるようにすると述べた。 

 2015年に諮問委員会が設置され、ＮＰｆＩＴの振り返りとＮＨＳの今後のデジタル化に

ついて検討された。報告書であるワハター（2016）『ＩＴの仕事を作る（Making IT 

work）』が発表された。報告書では、10の調査結果と原則、10の推奨事項が掲げられた。

10の調査結果と原則は以下のとおりである。①デジタル化の理由を明確化、②迅速なデジ

タル化よりも正しいデジタル化、③デジタル化の投資利益率を把握すること、④中央集権

と地方の現場主義のバランスが重要（ＮＰｆＩＴの教訓を学びすぎないこと）、⑤相互運

用性を組み込むこと、⑥データ共有、⑦エンドユーザ中心の設計、⑧システムの導入は始

まりにすぎない、⑨人材育成が必要、⑩技術的変化と適応的変化が必要。10の推奨事項は、

①思いやりのある長期的な国家的関与戦略の実行、②ＣＩＯに適切な権限を与えること、

③高度な情報資格のある臨床医に適切な権限を与えること、④ＣＩＯチームの強化、⑤予

算措置、⑥2023年までにデジタル化、⑦地域の実行計画の策定、⑧地域の人材ネットワー

クの構築、⑨相互運用性の確保、⑩独立した評価機関が挙げられた。そして、最後に、Ｎ

ＨＳは、二次医療部門をデジタル化し、相互運用可能な医療システムを構築する国家戦略

を開始する準備ができている。これまでの経験を生かして、地方および地域に重点を置い

たＩＴシステムの構築に取り掛かる時が来たと述べられた。 

 2016年に財務省はＮＨＳのデジタル化のために42億ポンドの予算を割り当て、ふたたび

デジタル化を推進することとなった。 

 

(24) 英国政府ホームページ https://www.gov.uk/government/news/jeremy-hunt-challenges-nhs-to-go-
paperless-by-2018を参照。下院（2013）は、ＮＰｆＩＴの教訓に基づいて行動しない限り、2018

年までにペーパーレスを実現する可能性は低いと指摘している。 
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 おわりに 
 

 本稿はブレア労働党政権の医療改革プロジェクトの柱であったＮＰｆＩＴに焦点をあて

た。ＮＰｆＩＴは2011年に解体して、それぞれの部品となり、すでに構築され稼働してい

たシステムは、そのまま継続して使用されることになった。2002年に始まった大規模プロ

ジェクトの10年にわたる紆余曲折をみることで、財政への影響やシステム構築の課題を明

らかにすることを目的とした。 

 紙のカルテに対する依存を減らして、全土でどこでも正確な患者記録をみることができ

る電子カルテシステムを実現することで医療の効率化と公平性、安全性を実現しようとす

るＮＰｆＩＴの意義に賛同していたので、完成を見られなかったことは非常に残念でなら

ない。英国は、ＮＰｆＩＴの紆余曲折から、2011年に統一を諦めて、地域ごとに分散する

ことにしたが、全土統一の電子カルテシステムは目指すべきだと考える。 

 失敗した要因は、①計画段階での費用、スケジュール、体制の見積りの甘さから予算拡

大を招いた、②最初の要件定義が甘く、仕様変更によって機能が拡大し、予算が拡大した、

③保健省と地域のＧＰ、病院、開発業者の意思疎通の不足から来る対立、④現場職員の理

解不足と作業負担見積りの誤り、⑤ＮＨＳ中央組織の楽観視、⑥もともと既存のシステム

が独立しており接続がなされていなかったことと、複数のパッケージシステムの使用によ

り、互換性がなかった、⑦複雑化したのは、これらに加えて、グローバル企業が受注して

いたことにより、各国の商習慣の違いにより、契約破棄で揉める結果となった。 

 完成できなかった最大要因は要件定義であると考えられるが、発注者と開発業者との意

思疎通が上手くいかないことから、要件定義が上手くできず、スケジュールの遅延が起こ

る。これは、この件のみならず、日本でもその他先進諸国でもＩＴシステム構築において

頻繁に起こる問題である。筆者の経験上、ＩＴシステム構築の課題は要件定義である。Ｉ

Ｔシステムは建築物と違って完成するまでその姿が見えない。建築物は完成予想図や小さ

な完成モデルを提示することで、発注者と施工業者との間の意思疎通が行いやすくなるが、

ＩＴの場合は、発注者側とＳＥ側との出来上がりイメージが異なることが多い。また、Ｉ

Ｔはプログラムで作られていくため、発注者の語る言葉とシステムエンジニアが書く言葉

のロジックが異なることも意思疎通がうまくいかない理由である。 

 現在、デジタル化を推進している日本にとって、このＮＰｆＩＴの事例は学ぶ点が多

かった。ＮＰｆＩＴから得られる示唆であるが、英国はＮＰｆＩＴを廃止や中止ではなく
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解体とし、すでに構築されているシステムは廃棄せずに生かした点が重要である。たとえ

ば、スパインは、内製化され、2014年にオープンソース・プラットフォームにアップグ

レードされた。また、ＮＰｆＩＴは解体されても、ＮＨＳのさらなるデジタル化は必須で

ある。相当な批判を浴びたＮＨＳは再開の機会を待って、審議会を経て、再挑戦した点も

評価できる。現在の日本も同様であるが、国産ベンダーだけではシステムの構築は難しく

なっている。計画段階からコストやスケジュール、体制の見積りが重要で、グローバル企

業との契約や製品の確認も重要であることも改めて認識できた。そして、体制やコミュニ

ケーションが何よりも重要で、課題や行き違いは早めに対処し解決しておくことが肝要だ

と認識できた。 

 英国で全土統一電子カルテシステムが実現できるかもしれないと期待したのは、組織が

ＮＨＳという国営の単体組織だからである。日本の医療は民間が多く、バラバラな組織体

なので、全土統一電子カルテは英国以上に難しいだろう。しかし、本当は、日本のような

フリーアクセスで民間が主体の国の方が医療情報のデジタル化の恩恵が大きく、財政面の

効率化も見込める。加えて、介護・福祉なども含めたデジタル化が実現できれば、さらに

効率的で効果的である。 

 今後の課題は、以下のとおりである。カンピオン・アワード他（2014）は、ＮＰｆＩＴ

の失敗は、ＮＨＳの1970年代や1980年代の医療情報化に起因すると指摘している。よって

ＮＰｆＩＴ以前の医療情報化を調査することである。また、ＮＰｆＩＴ後の2014年から政

策課題となっている戦略的トランスフォーメーション・パートナーシップ（Strategic 

Transformation Partnership）や統合ケア（integrated care）をふまえ、2015年末に公表された

『将来像の提供：ＮＨＳ計画ガイダンス2016－2020（Delivering the Forward View: NHS 

planning guidance 2016/17 – 2020/21）』では、持続的トランスフォーメーション計画

（Sustainability and Transformation Plans）が策定されることとなり、2018年３月にNHS 

Englandとthe Local Government Associationは地方医療ケア記録（Local Health and Care Record 

Exemplar（ＬＨＣＲＥ））が行われることとなった。このパイロットプログラムについて

も検討することである。 

（かしわぎ めぐみ キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹） 

 

 

キーワード：ＮＨＳ／ＮＰｆＩＴ／医療情報化
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